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１．は じ め に
消防白書平成２６年版によれば、日本におけ
る救急出場件数は平成１６年に初めて５００万人
を突破し、平成２３年は５７１万１，１０２件、平成２４
年は５８０万５，７０１件、平成２５年は５９１万２，６２３件
と一貫して増加し続けている。１日平均とす
ると１万６，１９０件（前年１万５，８９７件）で、５．３
秒（同５．４秒）に１回の割合で救急隊が出動
したことになる。しかし、入院加療を必要と
しない軽症者及び医師の診断がないなどのそ
の他の割合は５０．２％にものぼっている。
高齢化に伴った高齢者の救急自動車の利用
も増えており、平成２５年中の救急自動車によ
る搬送人員のうち、年齢区分別では高齢者が
５４．３％を占めており、高齢者の占める割合
（前年５３．１％）が高まる傾向にある。高齢化
により、ますます救急需要が増加することが
予想されるが、このような救急自動車の不適
切利用は現場到着時間の遅延、医療機関の受
け入れが困難となり搬送先が決まらず傷病者
への対応の遅れという事態を引き起こすこと
になる。
江別市においても例外ではなく、平成１７年
をピークに緩やかに人口が減少する一方で、
救急自動車の出場件数は平成１７年が３，５２０件
だったのが、以降上昇を続け、平成２４年はつ
いに４千件を超え４，１３６件、平成２５年は４，４９７
件の出場件数となった。増加する救急需要に
対し、救急隊員の養成等現場対応力の強化、
患者搬送事業者の認定や救急自動車適正利用
のリーフレット配布、市内映画館の協力によ
る適正利用のスライド上映等、江別市独自の
様々な取り組みやＰＲを実施してきている。
江別市の救急自動車の出動件数は増加しなが
らも同一人口規模の他市と出場件数を比較し
た場合、救急隊の出場件数が少ないことが明
らかとなっている。
本研究は、高齢化が進行する江別市におい
ても救急自動車の出動需要の伸びが今後予想
され、救急自動車の出動需要の伸びに対する
適切な対応方策について考察するものである。
そのためには、他市に比較して出場件数が少
ない江別市の現状を分析し、さらに他市にお
ける取組みも事例調査をして、今後の救急需
要に対する有効な方策を明らかにする。
本調査研究は平成２４年度と２５年度の２カ年
にわたっており、平成２４年度の調査研究では、
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同一人口規模の他市消防へのアンケート、江
別市の将来を想起させる３自治体の消防本部
および福祉担当部署へのヒアリング調査、江
別市在住の高齢者世帯および高齢者支援機関
にインタビュー調査を行った。その調査結果
から、不要不急の救急を抑制し、救命効果の
向上を目的とした「江別ルール」の策定に向
けて、１）不要不急の救急抑制を目的とした
需要対策、２）必然的に増加する救急需要へ
の対策、３）その他、地域づくりの促進・支
援、消防団の活動の拡充、高齢世帯の生活を
支える取り組みが必要と提言した（第一報（注１））。
以上のことから平成２５年度は、 子育て
世代および大学生の救急ニーズの特性や医療
機関の救急対応等について明らかにするため
意識調査、 救急需要の具体的な対策を検
討するため、教育と連携した普及啓発活動、
ルール作り、地域福祉活性化等への先駆的な
取り組みについて調査を行い、「江別ルール」
策定に向けての具体的課題等について明らか
にし、「江別ルール」の内容について検討す
ることとした。
２．江別市および同一規模（人口１２
万人）他市への調査
２－１．同一規模（人口１２万人）の市へのヒ
アリング調査
 調査対象
平成２４年度に実施した同一人口規模（人口
１２万人）の市へのアンケート調査（江別市を
含む１２市）の結果および平成１２年、平成１７年、
平成２２年の過去３回の国勢調査から人口増減
率や高齢化率、世帯構成、救急出動件数の推
移等、将来の江別市を想起させ、また就業構
造など似通っており、さらに観光地における
救急需要という観点から大分県別府市をヒア
リング対象地とした。
 ヒアリング内容
Ⅰ．救急需要に関して（９項目）
救急需要の増加の原因と今後の見込み、増
加見込みの場合、今後の対策についてや、救
急車・救急隊の増、住民意識の啓発活動、他
機関・他団体との連携、他部署との連携など
Ⅱ．医療資源について（６項目）
救命救急センターの利用状況、搬送状況お
よび救急需要への影響、第一次医療、第二次
医療の体制、利用状況、搬送状況についてな
ど
Ⅲ．高齢福祉関連（４項目）
高齢者保健福祉計画（介護保険事業計画）、
独居老人対策についてなど
Ⅳ．その他
地域特性（地形、コミュニティ特性）ほか
２－２．同一規模（人口１２万人）の市の継続
調査（平成２４年度調査以降の取り組み
についての継続調査）
 調査対象
愛媛県新居浜市については、平成２４年度の
調査において、将来の江別市を想起させる市
としてヒアリングの対象地とした。平成２４年
度のヒアリング調査において、新居浜市では
保健センターが中心となって、民生委員、
PTA、自治会、女性連合会の代表者で構成
される救急医療維持確保検討委員会を平成２３
年に設置し、平成２４年８月には、２０歳から７９
歳の市民２，０００人に対して「救急医療に関す
る意識調査」、一次救急当番医５０人に対して
「一次救急当番医の意識調査」、病院勤務医１７０
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人に対して「病院勤務医に関する意識調査」
を実施していた。
 調査内容
「救急医療に関する意識調査」、「一次救急
当番医の意識調査」、「病院勤務医に関する意
識調査」の結果（新居浜市「救急医療に関す
るアンケート調査 調査結果報告書」）およ
びその後の取り組みとして開催された「市民
とともに考える救急医療シンポジウム」（平
成２６年１月１９日開催）を視察した。
３．江別市民へのアンケート調査
３－１．子育て世代へのアンケート調査
 調査対象と方法
乳幼児等の救急実態（乳幼児や少年（１７歳
以下）の救急出動件数の約７割が軽症を占め
ている）を明らかにするため、乳幼児等の子
育て中の保護者を対象に、江別市の子育て支
援関連施設および４カ月児健診、１歳６か月
健診、３歳児健診時に協力を依頼し、直にア
ンケート調査を行い、２１３人より回答を得た。
 アンケート調査内容
Ⅰ．子育てサロン等について
Ⅱ．救急自動車の利用の有無について（子ど
も）
Ⅲ．かかりつけ医について
Ⅳ．江別市の医療体制について
Ⅴ．応急手当講習の受講について
Ⅵ．こどもの様子がおかしいときの連絡先に
ついて
Ⅶ．救急自動車を呼ぶ時の症状について
Ⅷ．その他（子どもの緊急時の対応などで不
安・疑問についての自由記述）
３－２．大学生へのアンケート調査
 調査対象と方法
江別市内に居住する学生数は明らかではな
いが、市内４大学の学生数は約１万人であり、
平成２２年の国勢調査では１５歳から１９歳が８，８８６
人、２０歳から２４歳が８，８４２人となっており、
一定数の学生が市内在住であることが推察で
きる。また結婚、子育て、親の世話など、次
世代を担う世代と言えることから、救急に関
する意識・救急実態を明らかにするため、大
学生（本学人間福祉学部の学生）にアンケー
ト調査を行い、８９人より回答を得た。
 アンケート調査内容
Ⅰ．救急自動車の利用の有無について
Ⅲ．かかりつけ医について
Ⅳ．江別市の医療体制について
Ⅴ．応急手当講習の受講について
Ⅵ．体調不良や怪我をした時の連絡先につい
て
Ⅶ．救急自動車を呼ぶ時の症状について
Ⅷ．その他（緊急時の対応などで不安・疑問
についての自由記述）
４．地域づくり、地域医療に関する
先駆的取り組み機関への調査
４－１．宮崎県延岡市「地域医療を守る条例」
 調査対象と方法
延岡市では、平成１４年に二次・三次救急医
療機関である県立延岡病院の麻酔科医の退職、
平成１８年以降には眼科、精神科、消化器内科、
神経内科の休診が続いた。平成２１年１月医師
６人の一斉退職が報道され、市民運動も活発
となり平成２１年９月には全国市町村初とはな
る市民、医療機関、行政の役割などが示され
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た「延岡市の地域医療を守る条例」を制定し
た。また延岡市も人口が減少しており平成２４
年４月に１３万人を切り、江別市と同一人口規
模の１２万人台となった。条例制定に至るプロ
セスや地域医療、救急の現状と課題等につい
て明らかにするためヒアリングを実施した。
 ヒアリング内容
Ⅰ．延岡市「地域医療を守る条例」制定の背
景と経緯
Ⅱ．「地域医療を守る条例」制定に際して、
関係団体の関与の有無、内容
Ⅲ．「地域医療を守る条例」制定に際して、
関係部署の関与の有無、内容
Ⅳ．「地域医療を守る条例」における「それ
ぞれの役割」について
Ⅴ．市民団体（「宮崎県北の地域医療を守る
会」）活動について
Ⅵ．制定後の効果と今後の課題
４－２．大分県大分市社会福祉協議会「小地
域福祉ネットワーク活動」
 調査対象と方法
大分県の県庁所在地である大分市は、観光
都市別府市の隣、別府湾に面し、大分平野を
中心とした人口４７万人超の商工業都市である。
大分市社会福祉協議会による「小地域福祉ネッ
トワーク活動」は、有機的な地域ネットワー
クが構築されており、高齢者を対象とした地
域の見守り活動が浸透している。「小地域福
祉ネットワーク活動」の展開において、「緊
急医療情報キット」の配布が契機となってい
ることからヒアリング調査を実施した。
 ヒアリング内容
Ⅰ．小地域福祉ネットワーク（ふれあい）活
動事業について
Ⅱ．地域ふれあいサロン（高齢者、ふれあい・
いきいきサロン）について
Ⅲ．その他
１．校区ボランティアの育成活動状況およ
びボランティアの職種や年齢
２．緊急医療情報キットの配布方法と配布
状況、活用事例
３．救急要請時の社協または地域民生委員
等の関わりについて
４－３．その他
普及啓発活動、要介護者定期巡回・随時対
応サービスに関する情報収集を行った。
 第２２回 全国救急隊員シンポジウム
①シンポジウム「救急需要対策～頻回に利用
される方への対応について～」
②一般発表「需要対策」
③一般発表「応急手当普及啓発２～学校教育
等～」
④シンポジウム「地域における応急手当普及
啓発について」
 定期巡回・随時対応サービス普及促進シ
ンポジウム
①地域包括ケアにおける定期巡回・随時対応
サービスの期待
②自治体の整備計画からみる現状と課題
③参入事業者の運営事例
④パネルディスカッション
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６．結果と考察
 救急需要・地域医療対策に関する組織
新居浜市においては、平成２３年に保健セン
ターが中心となり民生委員、PTA、自治会、
女性連合会の代表者で構成される「救急医療
維持確保検討委員会」が設置され、市民、一
次救急当番医、病院勤務医師へのアンケート
調査を行われた。
また延岡市では、「地域医療を守る条例」
制定のプロセスにおいて「救急委員会」から
「医療問題懇話会」に組織を拡充させ、活動
の活発化を図っていった。
 市民に向けての救急医療・地域医療に対
する啓発活動
上記の新居浜市では、アンケート調査の
結果を抜粋した小冊子「みんなで守りたい新
居浜市の救急医療体制！～必要な医療が必要
な時に受けられるために～」を作成し、市民
に配布していた。さらに「市民とともに考え
る救急医療シンポジウム『みんなで守ろう！
新居浜市の救急医療体制～私たちにできるこ
と～』」を開催し、普及啓発を図り、市民へ
の意識を高めていた。
また、上記延岡市の「医療問題懇話会」
が中心となり、救急医療・地域医療について
の危機意識および「医療への感謝」の気持ち
の醸成や救急自動車の適正利用を促している
活動の重要性が示された。延岡市では、延岡
市民自らが地域医療を守るという住民意識が
醸成され、自治意識の発展につながっている。
その延長に「地域医療を守る条例」の制定が
あり、行政・市民・医療機関のそれぞれの責
務が示された。「江別ルール」の策定目的と
合致するところであり、その条例策定のプロ
セスは参考となる。
 地域ネットワーク活動の構築
江別市より人口の多い大分県大分市におい
ては、小地域ネットワーク活動を展開、有機
的なネットワークの構築に、緊急医療情報キッ
トの配布が契機となっていた。配布にあたっ
ては対象者の抽出に個人情報保護審査会を経
て配布され、あわせてネットワーク活動の登
録やサロン等、地域ネットワークづくりを包
括する活動も行われるなど、丁寧な関わり、
説明のもと配布され、その後の活動の活性化
につながっていた。
 高齢者への対策
１）地域ネットワーク活動の構築と周囲への
救急対応についての普及啓発
大分市の小地域ネットワーク活動のとおり、
高齢者が地域で孤立しないよう普段より隣人
等との交流、見守り活動がナチュラルに行わ
れていく必要がある。
２）制度の拡充
①緊急通報措置注２）の設置拡充
別府市の緊急通報装置の設置数は同じ１２万
都市の中では突出している。設置による高齢
者および別居の家族の不安も軽減されている
ことは、平成２４年度の調査研究においても明
らかである。
②介護保険サービス、在宅診療
医療関係、福祉関係の専門家との関わりを
持つことにより、救急時の適切な対応などが
可能となることが平成２４年度の調査研究から
も明らかとなっている。在宅療養支援診療所、
介護保険による定期巡回・随時対応サービス
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は、アウトリーチ型支援で体調の変化や救急
時の適切な対応が期待できる。定期巡回・随
時対応サービスにおいては、保険者（市町村）、
未参入事業者の運用に対するネガティブなイ
メージを持っていることから消極的となって
いることが岩名らの調査から分かった。保
険者（市町村）および事業者に制度・実際の
運営について正しい理解を促していく必要が
ある。
 子育て世代への普及啓発
本調査の子育て世代へのアンケート調査か
ら、江別市への救急体制への認知は低くなく、
＃８０００注３）、＃７１１９注４）を知っている回答者も
おり、適正利用の意識が高いことを伺えた。
その一報で通常診療から夜間救急まで、土曜
日午後の診療空白時間の対応などを求める声
もあった。小児向け応急手当の受講は多くは
なく、緊急対応への不安があることから、医
療機関、家族にまず相談する対応をとられて
いる傾向が明らかとなった。医療機関対応不
可能な時間帯の対応、つまり相談機関につい
ての周知、本人および家族等の周囲への緊急
時の対応をどう図るのか、応急手当講習受講
促進を図る必要がある。また、インターネッ
ト、携帯より情報を得ることが可能な世代で
あることから、仙台市で公開・実施されてい
るWeb、アプリ等の活用も有効と思われる。
 若年層への普及啓発
本調査の大学生へのアンケートから、江別
市への救急医療体制への認知が低いことが明
らかとなった。不調時等の相談を家族とする
との回答が３／４以上であり、不調時・緊急
時の適切な対応、家族の適切な助言が必要と
なる。応急手当講習受講により、適切な対応
が可能となることから、受講促進を図る必要
があるが、大学生へのアンケート調査回答者
のうち３５％が応急手当講習を受講しており、
今後もさらなる受講促進の取り組みが求めら
れる。
 応急手当講習等の受講推進
平成２３年８月に応急手当普及啓発活動の推
進に関する実施要項が一部改訂された。救命
入門コースが創設され、普及啓発が困難とさ
れている親世代への普及啓発が可能となるこ
と、将来のバイスタンダー注５）、救急自動車
の適正利用についての意識付けが可能となる。
各世代における有効な講習等を実施すること
が必要である。
７．江別ルールの策定に向けて
平成２４年度の調査研究において「江別ルー
ルの策定」に向けての課題・検討事項を示し
たところであり、以下対応が図られている。
１）不要不急の救急抑制を目的とした需要
対策については、平成２５年度より若年層をター
ゲットにした啓発事業をスタートさせている。
また予防救急改善指導については、季節性の
事故等について防止策の広報を実施している。
２）必然的に増加する救急需要への対策に
ついては、「救急袋」の更なる活用が図られ
ている。
３）その他、機能別消防団について現在検
討が進められている。
以上の対応も含め、「江別ルール」の策定
に向けて、その内容・具体的な対策について
示す。
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 「江別ルール」策定に必要な組織につい
ての検討
「江別ルール」の策定に向けて、行政や医
療機関のみならず、市民組織のほか、自治会・
町内会、福祉施設、教育機関にも参画しても
らうことが重要と思われる。このことにより
「市民の役割、ルール」が実効性あるものと
なる。策定に際しては、市民の声を反映させ
るための機会を設ける必要があり、その機会
を持つことは同時に救急・地域医療を自分の
こととする意識付けの機会となる。必要に応
じて、市民団体の設立、支援も行っていく必
要があることから、組織化について検討が必
要である。
 「江別ルール」内容についての検討
「江別ルール」内容については、それぞれ
の役割・ルールの遵守に努める必要がある。
１）市民の役割、ルール
①かかりつけ医を持つこと
特に高齢者および小児においては、救急自
動車を呼ぶか呼ばないかなどの判断が困難で
あったり、不安も大きいことから、かかりつ
け医を持つことにより適切な助言、救急時の
スムーズな対応が可能となる。
②救急時の備えをしておくこと（救急袋の活
用）
緊急時の備えをしておくことにより、救急
自動車の現地での対応、病院選定、家族への
連絡等がスムーズとなる。江別市で平成２２年
より配布している「救急袋」の活用も含めた、
救急時の備えをしておくことが必要である。
③適切な受療行動（時間内受診、症状に応じ
た受診等）
時間内受診、症状に応じた受診により医療
機関への負担、疲弊を減らすことになる。急
患センター等の役割を理解し、安易な受診を
控えることが必要である。
④応急手当講習の受講
応急手当等の講習を受講することによりバ
イスタンダー、適切な対応、また救急時の対
応についての助言等が可能となることから、
応急手当講習等の受講に努める必要がある。
⑤救急対応についての情報の獲得（ポスター、
アプリ等）
現在、救急時の対応についてポスターが作
成されている。またインターネットやスマー
トフォンアプリにより対応方法等についての
情報を取得することが可能となっていること
から、緊急・救急時に備え、情報を入手して
おく必要がある。
⑥健康づくり
市民の健康志向、高齢者の健康不安は昨年
の調査からも明らかとなっている。地域包括
支援センターやデイサービスで提供されるプ
ログラムのほかにも、市民一人ひとりが健康
の維持・向上に努める必要がある。
⑦医療への感謝
医師・看護師不足、時間外対応など医療を
取り巻く労働環境の厳しさを理解し、医療が
身近に感じられ、受療できることに感謝の気
持ちを持つことが大切である。
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⑧近隣住民とつながりを持つこと
自身が地域を支える一員であることを自覚
し、支え合いの気持ちを持って地域活動に参
加し、日頃より隣人との交流を大切すること
が必要である。
２）行政の役割、ルール
①高齢者福祉関係機関との連携
高齢者の地域生活を支える中核機関である
地域包括支援センターの諸活動（地域ケア会
議等）を支援し、高齢者の生活上の諸問題を
把握し、支援強化を行っていく必要がある。
②子育て世代の福祉サービス利用の促進と連
携
子育てや乳幼児の体調不良時の対応など保
護者の不安は大きく、相談機関としての子育
て支援センターの役割は今後もますます重要
となってくる。子育て世帯の生活上の諸問題
に対応できるよう、連携等を図っていく必要
がある。
③自治会、町内会、高齢者クラブ等への支援
上記１）⑥健康づくり、⑧近隣住民とつな
がりを持つことには、自治会、町内会、高齢
者クラブなどの地域活動の活性化が必要であ
る。高齢化の進んだ地域など地域の特性を把
握し、自治会、町内会、高齢者クラブへの支
援が必要である。
④高齢者への生活支援
高齢者世帯および高齢者支援機関への平成
２４年度のインタビュー調査から、移動や除雪
などの高齢者世帯の抱える生活の課題は、怪
我や閉じこもりによる体力の低下などの健康
問題に発展する可能性があることが明らかと
なった。除雪サポートや移動手段についても
検討していくことが必要である。
⑤介護サービス等の拡充（定期巡回・随時対
応サービスや緊急通報装置の利用拡大）
２４時間対応の介護保険による定期巡回・随
時対応サービスは、今後の高齢者介護在宅支
援に不可欠なサービスである。サービス開始
に向けての具体的な検討が必要である。
また緊急通報装置の設置数は５５８件で、同一
人口規模１２市のうち３番目に多い。設置して
いるだけで安心するという声、また「お元気
コール」注６）の安否確認により変調時など地
域包括支援センターのケアマネージャーと連
携をとり、対応できるなど実際の緊急時利用
以外での生活する上での安心ツールとなって
いる。条件の緩和による設置の拡大を図る必
要がある。
⑥医療資源の維持、拡充
搬送先の入院治療可能な病院だけでなく、
日頃より身近に相談でき受診等の指導も可能
なホームドクター、つまりクリニックの充実
も欠かせない。江別市は同一人口規模の他市
と比較し、医師数、医療施設数が少ない。近
くに病院やクリニックがあることを居住地域
の選定の一つになっていることも平成２４年度
の調査で明らかになっている。市内完結型の
本来あるべき地域医療の姿が確立することが、
健康不安の高い高齢者や乳幼児を育てる家庭
には必要である。医療機関の誘致など、医療
資源充実に向けての取り組みが必要である。
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⑦不安解消に必要な、「わかりやすい相談窓
口」の設置
今回の子育て世代へのアンケートからも、
救急時の対応に不安が大きく、また相談機関
の要望もあった。平成２４年度の高齢者世帯の
インタビューや地域包括支援センターの相談
状況から、生活状況や身体状況を把握した適
切かつ丁寧な支援が展開され、救急要請の際
にも地域包括支援センターに先に相談してい
ることが明らかとなった。全市民を対象とし
た、「わかりやすい相談窓口」の設置につい
て検討する必要がある。
⑧個人情報保護
高齢者の救急搬送、入退院における救急隊、
医療機関、福祉等利用機関の連携は、スムー
ズな搬送や退院後の地域生活支援には欠かす
ことはできないが、個人情報の開示について
は本人の意思確認など、慎重に取り扱う必要
がある。緊急性や内容に応じ対応していると
ころであるが、共通した認識により円滑に連
携が取れているかについては課題と捉えてい
る。共通した認識が得られるようなルールづ
くりやツールの検討を要する。
３）消防の役割、ルール
①適正利用、救急対応に関する普及啓発、情
報の周知
これまでもリーフレットの配布など取り組
んでいるところであるが、平成２４年度の高齢
者世帯および地域包括支援センターのインタ
ビューから、手渡し、説明をすることの重要
性が示唆された。また平成２４年度に調査を行っ
た八王子市の「救急医療情報」や大分市の緊
急医療情報キットの配布も手渡しを原則とし
ている。自治会、町内会、高齢者クラブ、ま
た消防団の活用など配布方法についても検討
が必要である。救急自動車適正利用に関して
の啓発は以下②に示すように本人や同居家族
だけでなく、全世代へ幅広く行う必要がある。
②各世代に対応する応急手当講習の実施
救急出動要請から救急隊が現場に到着する
までに要する時間の間にバイスタンダーによ
る応急手当が適切に実施されれば、大きな救
命効果が得られる。したがって、救急要請の
際にその場に居合わせる一般市民の間に応急
手当の知識と技術が広く普及するよう実技指
導に積極的に取り組んでいくことが重要であ
る。また応急手当講習の受講により、救急自
動車適正利用の知識の習得も期待できる。小
学校、中学校、高校、大学単位、子育て世代、
高齢者の各世代に対応した応急手当講習の実
施が必要である。
③高齢者施設等への応急手当講習の継続、支
援
高齢者施設等への応急手当講習はこれまで
も実施されているところであるが、その対応
については不安も大きく、継続的に行ってい
く必要がある。
④消防団の機能・役割の拡充に伴う支援
上記①②③④の活動を展開するには、救急
出動が伸び続けている中、現消防職員体制を
強化し、また消防団の活動の拡充も必要であ
る。消防団の体制強化や活動の拡充に取り組
む必要がある。
123
 最後に
広く江別市民の安心・安全を保障するとい
う点においては医療、保健、福祉、教育等と
連携する必要があることが本調査研究により
明らかとなった。
住民と行政が相互理解の下、共通認識を持っ
た一体的な取り組み「江別ルール」の策定が
急務であり、救急需要の実態を継続的に分析、
発信し、より効果的な取り組みを中長期的展
望で実践することが、更なる「安心・安全の
まちづくり」につながるものと考えている。
「江別ルール」の策定は「生から死まで」安
心できるまちづくりとつながっていくことか
ら、住みやすい街として市民は実感し、近隣
市町村からも住みやすい街として認知され、
人口減少に歯止めをかけるものと期待できる
＜注＞
１）北翔大学『人間福祉研究』第１７号（２０１４
年）
２）緊急通報装置とは、在宅の一人暮らしの
高齢者や重度障害者等を対象に急病や災害
時に、ボタンを押すことで消防本部へ通報
される装置のこと。
３）＃８０００とは、休日・夜間の急な子どもの
病気への対応などについて、小児科医師・
看護師への電話による相談ができるもの。
全国同一の短縮番号＃８０００をプッシュする
ことにより、居住する都道府県の相談窓口
に自動転送され、小児科医師・看護師から
子どもの症状に応じた適切な対処の仕方や
受診する病院等のアドバイスを受けること
ができる。
４）＃７１１９とは、「救急安心センター」の名
称で自治体により開設され、救急医療相談
に看護師が２４時間・３６５日対応する、電話
による相談窓口。札幌市が平成２５年１０月に
開設し、現在、札幌市、石狩市、新篠津村
の住民が利用できる。
５）バイスタンダー（bystander）とは、救
急現場に居合わせた発見者や同伴者のこと
で、救急自動車の到着までの間に心肺蘇生
法等の応急手当てをすることにより救命効
果が高まることが明らかとなっている。
６）江別市では、緊急通報装置（前出 注２
参照）設置者に対し、週１回電話による安
否確認「お元気コール」を実施している。
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